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一般廃棄物処理基本計画は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（以下「廃棄物処理法」と

いう。）第６条第１項の規定に基づき策定するものです。この計画は、「ごみ処理基本計画策定指

針」（環境省）において、市町村における一般廃棄物処理に係る長期的視点に立った基本的な方

針を明確にするものであり、廃棄物処理をめぐる今後の社会・経済情勢、一般廃棄物の発生の見

込み、地域の開発計画、住民の要望などを踏まえた上で、一般廃棄物処理施設や体制の整備、財

源の確保等について十分検討するとともに、それを実現するための現実的かつ具体的な施策を

総合的に検討するものとされています。また、目標年次を概ね 10 年～15 年先において、概ね

５年ごとに改定するほか、計画策定の前提となっている諸条件に大きな変動があった場合には

見直しを行うことが適切であるとされています。 

総社市（以下「本市」という。）では、平成 21 年度に「総社市一般廃棄物処理基本計画（平成

22 年３月策定）」（以下「既定計画」という。）を策定し、その中で、ごみ処理の効率化を目的とし

た「新岡山県ごみ処理広域化計画」や「第２次総社市総合計画」などの上位計画と調整を図りつ

つ、長期的・総合的視点に立った基本方針を示しました。その後、平成 31 年４月の中間見直しに

よる後期計画を経て、令和５年度末に計画目標年次を迎えることとなりました。 

一方、国においては、環境基本法の施行からはじまる廃棄物の適正処理と再生利用の促進の

ための個別の法律を施行してきましたが、SDGs（※）を達成するための取り組みを踏まえた『第

四次循環型社会形成推進基本計画』、プラスチックの資源循環の取り組みを促進するための措

置を盛り込んだ「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」を新たに施行しています。 

以上を踏まえ、本市の一般廃棄物処理は、新たな法制度化等を見据えて進めていかなければ

ならないことから、既定計画を検証しつつ、長期的・総合的視点に立った基本方針を定めるため、

「総社市一般廃棄物処理基本計画（以下「本計画」という。）」を策定するものです。次ページの図

表 1-1-1 に関係法令等と本計画の関係をまとめています。 

※ ＳＤＧｓ「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」 

   

出典：国際連合広報センター 

SDGs は、17 の大きな目標とそれらを達成

するための具体的な 169 のターゲットで構成

されています。 

第１章 計画策定の趣旨 

第１節 計画策定の趣旨 
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本計画は、第２次総社市総合計画、総社市環境基本計画及び関係法令等との整合、調和を図

るとともに、一般廃棄物の適正処理を総合的、計画的に進めるために必要な基本的事項を定め

るものです。 

◆図表 1-1-1 関連法令等と本計画の位置づけ 

 

総社市環境基本計画

総社市一般廃棄物処理基本計画

総社市分別収集計画

総社市災害廃棄物処理計画

総社市一般廃棄物処理実施計画

第２節 計画の位置づけ 
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本計画の対象となる廃棄物は、図表 1-2-1 のとおり、家庭または事業所等から排出される一

般廃棄物とします。 

 

◆図表1-2-1 本計画の対象廃棄物 

 

 

  

本計画対象廃棄物

廃棄物

産業廃棄物 産業廃棄物

特別管理産業廃棄物

特別管理一般廃棄物

し尿等

ごみ 家庭系ごみ

事業系ごみ

一般廃棄物

第２章 計画対象廃棄物 
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本計画を確実に実施していくために、Plan(計画の策定)、Do(施策の実行)、Check（評価）、

Act(見直し)のいわゆるＰＤＣＡサイクルにより、継続的に点検・見直しを行っていくものとしま

す。 

◆図表 1-3-1 計画の進行管理手法 

 

 

 

本計画の進行管理は、図表 1-3-2 に示す管理指標等を用いて確認することにより行います。

また、ごみ処理基本計画については、総社市廃棄物減量等推進審議会に管理指標等の状況を随

時報告し、計画等に変更が生じる場合は意見を求めるものとします。 

 

◆図表 1-3-2 計画の進行管理指標 

管理指標 計算式 

家庭系ごみ（資源ごみ除く） 
1 人 1 日平均排出量 

年間家庭系ごみ排出量（資源ごみ除く）÷365 日÷行政区域内人口 

年間事業系ごみ排出量 年間事業系ごみ排出量 

ごみ総排出量（集団回収量含む） 
1 人 1 日平均排出量 

ごみ総排出量÷365 日÷行政区域内人口 

リサイクル率 （資源化量＋集団資源回収量）÷ごみ総排出量 

最終処分量 年間最終処分量 

汚水衛生処理率 （公共下水道人口＋集落排水施設人口＋合併処理浄化槽人口）÷行政区域内人口 

Plan（計画）

何をどのように実施する
かを計画する

Check（評価）

計画の達成度合いを評価
し、その要因を分析する

Do（施策の実行）

計画に従って実行する

Act（見直し）

計画の継続・変更につ
いて検討する

ＰＤＣＡサイクル

第３章 計画の進行管理 

第１節 進行管理手法 

第２節 進行管理体制 
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本計画は、大別すると「ごみ処理基本計画」と「生活排水処理基本計画」で構成します。 

ごみ処理基本計画は、ごみの発生抑制、減量・資源化、収集運搬、中間処理及び最終処分場等

の今後の方向性を示しています。また、生活排水処理基本計画は、生活排水の処理計画やし尿・

汚泥の処理計画等を示しています。 

◆図表1-4-1 本計画の構成 

 

第１編　計画の概要

第３編　ごみ処理基本計画

第１章　対象区域

第２章　計画の目標年次

第３章　広域化の検討状況

第４章　ごみ処理状況の把握

第５章　ごみの減量・再生利用に関する事項

第６章　ごみ処理体制

第７章　ごみ処理行政の動向

第８章　ごみ処理施設整備に係る関係法令等

第９章　ごみ処理に関する課題

第10章　ごみの排出量及び処理量の予測

第11章　ごみ処理の基本理念と基本方針

第12章　ごみの排出抑制に関する施策

第13章　再資源化に関する施策

第14章　適正処理に関する施策

第15章　その他の計画に関する施策

第２編　総社市の地域概況

第１章　生活排水処理の現状と課題

第２章　生活排水処理の基本理念と基本方針

第３章　生活排水処理の目標

第４章　計画の目標年次

第５章　生活排水処理計画

第１章　計画策定の趣旨

第２章　計画対象廃棄物

第３章　計画の進行管理

第４章　計画の構成

第１章　位置と概要

第２章　地域特性

第４章 計画の構成 




